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第１章 後期基本計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 本市では、平成３０年度（２０１８）に策定した「第６次竹原市総合計画」において、

１０年後の目指す将来都市像を「元気と笑顔が織り成す 暮らし誇らし、竹原市。」と定

め、前期基本計画では、「平成３０年７月豪雨災害 竹原市復旧・復興プラン」及び「た

けはら元気プロジェクト」を重点的に取り組む施策として設定し、令和元年度（２０１９）

からの５年間、災害からの早期復旧復興への取組や本市の財産である「人」と「地域資源」

を活かした、まちの個性や魅力の創出に取り組んできました。 

 この間、少子高齢化の進展、新型コロナウイルス感染症の拡大、デジタル変革への対応

や SDGs（持続可能な開発目標）の推進など、社会では様々な変化がありました。このよう

な情勢や前期基本計画中の取組の成果、今後の課題を踏まえ、本市が目指す将来像の実現

に向け、令和６年度（２０２４）から令和１０年度（２０２８）の施策の基本指針を示す

「後期基本計画」を策定するものです。 

 

２ 計画の構成と期間 

 第６次竹原市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」により構成されます。 

●基本構想 

本市の目指すべき将来像を示すもので、基本計画の基礎となるものです。 

●基本計画 

基本構想に掲げる都市像の実現に向けて、５年間の政策目標や施策を示すものです。 

●計画の構成と期間 

 

 

 

 

 

基本構想 

基本計画 

10年間 

5年間 5年間 

平成 31年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 10年度 
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第２章 将来の人口見通し 

本市の国勢調査による総人口は、昭和５５年（１９８０）をピークに減少傾向が続いて

おり、平成２７年（２０１５）以降も約２,４００人減少した結果、令和２年（２０２０）

現在で２３,９９３人となっています。 

この要因としては、進学・就職期の若い世代、近年では特に出生にかかわる女性の転出 

超過による社会減の増加や、出生数の減少、死亡数の増加による自然減の増加があげられ

ます。これにより、本市の少子高齢化は国・広島県・近隣市よりも早いペースで進展して

います。 

このような現状を踏まえ、社会減に対しては、魅力的で安定した仕事の創出や定住施策

の推進により、本市に住み続ける人を増やすとともに、本市への移住を促進して転入者を

増やすことが必要となるため、しごとをつくり安心して働けるようにする、竹原への新し

いひとの流れをつくる取組が必要となり、自然減に対しては、若い世代の結婚・出産・子

育ての希望をかなえるための取組が必要となります。また、人口減少・少子高齢化が進む

中でも、地域がその機能を喪失しないためには、まちの賑わいと活力を維持・向上するこ

とが重要です。そのため、地域を支える人を増やし、活躍しやすい環境づくりを進めると

ともに、まちの魅力向上を図ることで、市内外の多様な力を活かして、持続可能なまちづ

くりを展開する必要があります。 

本市の将来の目標人口については、これらの取組を積極的に展開し、社会増減の均衡（社

会増減が０）を目指し、人口減少を抑制し、かつ、地域に賑わいと活力を創出することに

よって、令和１０年（２０２８）に２１，７５０人の人口規模を維持することを目標とし

ます。 

 

●人口ビジョン内のグラフ掲載（目標人口・現状趨勢・社人研推計がわかるもの） 
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第３章 後期基本計画策定の背景 

１ 前期基本計画の総括 

 ⑴「自然・歴史・文化に育まれ、人々に守られ磨かれた資源が人々を魅了する賑わいの

あるまち」の総括 

自然環境の分野では、地球温暖化による気候変動に伴い、集中豪雨や台風等による災

害が頻発する極めて深刻な事態となっている中、エコネットたけはらをはじめとする関

係機関と連携し、市民や事業者等の地球温暖化対策意識の醸成を図り、環境にやさしい

取組を進めています。 

また、豊かな自然環境を維持するため、定期的な調査や美化活動等を実施し、大気質

の保全、水質・水循環の保全、土壌の保全、騒音や悪臭の防止に取り組んでいます。 

今後は、市民や事業者、行政が一体となり、地域全体で温室効果ガスを削減する取組

を推進していきます。 

  歴史・文化財の分野では、江戸時代から製塩業で栄えた本市は、令和元年５月２０日

に、日本遺産「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船主集落～」

の追加認定を受け、歴史・文化財の適切な保存・継承、歴史資産の普及啓発に取り組ん

でいます。市民満足度調査においても、これらの取組については、評価されています。 

今後も、歴史・文化財の保存・継承等に取り組むとともに、これをさらに活用したま

ちづくりを推進していく必要があります。 

景観の分野では、本市の良好な景観形成を総合的かつ計画的に推進するため、景観形

成の将来像や目標、景観形成の方針、行為の制限事項、景観資源の保全・活用事項、実

現に向けた取組等を示す、景観に関する市民、事業者、行政等の指針となる竹原市景観

計画を令和４年３月に策定し、あわせて、景観と歴史・文化が調和したまちづくりを目

指し、歴史的風致維持向上事業に取り組んできました。市民満足度調査においても、良

好な景観については、高く評価されています。 

 観光・交流の分野では、本市は、広域交通網へのアクセス性が高く、瀬戸内海に面し、

豊かな自然環境や温泉郷、町並み保存地区など多様な観光資源を有していますが、西日
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本豪雨災害や新型コロナウイルス感染症の影響により、観光客の減少が続いています。 

この減少に歯止めをかけ、観光客数及び観光消費額の増加に繋げるため、令和５年３

月に竹原市観光振興計画を策定し、観光コンテンツづくりやＤＸ を含む、観光客の受

入体制の整備やＳＮＳ等を活用した国内外への積極的なシティプロモーションなどに

取り組んでいます。 

今後も、こういった取組を継続、充実し持続可能な観光地域づくりを推進していく必

要があります。 

移住・定住の分野では、移住・定住者が住みよい住環境や安心して暮らすことができ

る環境の整備を図るとともに、働きやすい環境の整備に取り組んでいます。また、多様

なニーズに対応するため、広島県と連携し、移住・定住に必要な情報を発信するポータ

ルサイトを構築し、本市の魅力発信に取り組んできました。 

今後も、将来にわたり持続可能なまちづくりの実現を目指すため、地域や関係企業、

団体等と連携しながら、さらなる移住・定住の取組を進める必要があります。 

コンパクトな市街地とネットワークの形成の分野では、コンパクトな市街地を形成す

るために土地区画整理事業による宅地の利用増進を図る取組や持続可能な公共交通体

系を構築するために、公共交通が空白となっている地域において新たな交通モードの導

入などに取り組んできました。 

今後、高齢化が加速しかつ人口減少も見込まれる中、住みやすいまちづくりを推進し

ていくために、コンパクトで持続可能な基盤の整備に取り組んでいく必要があります。 

 

 ⑵「“文教のまちたけはら”の精神を受け継ぎ、地域を支え、世界中で活躍する人々を

輩出するまち」の総括 

  子育て前の支援、子育て支援の分野では、たけはらっこネウボラを中心に妊娠期から

子育て期までを切れ目なく支援するとともに、子どもを望む方への支援や安心して出産

できる体制づくり、子どもが健やかに成長できる環境づくりを推進してきました。 

一方で、出会いの機会の減少などによる晩婚化や未婚化により、近年は出生数が減少
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しており、喫緊の課題となっています。 

今後は、希望する方が結婚し安心して出産、子育てができる環境づくりや ICT等を用

いた子育て支援体制を整備する取組をより一層進めていく必要があります。 

学校教育の分野では、竹原市教育大綱のもと、幼保小連携教育を推進し、就学前教育

と学校教育との円滑な接続を図るとともに、「確かな学力」の向上、「豊かな心」の育

成、「健やかな体」の育成、地域とともにある信頼される学校づくりに取り組んでいま

すが、基礎的な知識及び技能の確実な定着や、習得した知識や技能を活用できる力の育

成、多様な学びの場の充実を図り、子どもたちを取り巻く環境の変化への対応が必要と

なっています。 

今後は、コミュニティ・スクールを軸とした学校、家庭、地域が連携した教育力の向

上に取り組むとともに、グローバル社会を生き抜く人材育成に取り組んでいくことが必

要です。 

生涯学習の分野では、市民のニーズを満たす学びや交流等の機会を充実させるため、

地域交流センターや図書館等で多様な学習プログラムの充実や、利用拡大に向けて取り

組み、スポーツにおいても、環境の充実や、運動による健康づくりに取り組んできまし

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により、行事の参加者数、施設の利用者数は減

少しました。 

今後は、ICT を活用したオンラインによる学びと対面の学びの組み合わせにより、多

様な生涯学習機会の提供に取り組むとともに、スポーツ等の継続的な振興に取り組むた

めの基盤づくりが必要です。 

協働のまちづくりの分野では、住民自治組織を中心とした地域の魅力づくりや地域の

課題解決に向け、地域自らの力で解決していこうとする機運を高め、協働のまちづくり

に対する市民意識の向上を図り、様々な取組を行ってきましたが、高齢化や参画者の固

定化が課題となっています。 

今後は、住民自治組織等の担い手の育成、地域交流センター等の活動拠点を核とした

地域活動の促進など、地域にとって効果的な支援に取り組む必要があります。 



 

6 

 

 

⑶「誰もがいつまでもいきいきと自分らしく輝く活力と優しさがあふれるまち」の総括 

 雇用・労働の分野では、雇用の確保と人材確保・育成を図るために、関係団体と連携

し説明会や研修会を開催するなどの支援を行ってきましたが、人口減少を背景とした雇

用のミスマッチや人材の確保が課題となっています。 

 今後は、より一層、関係団体との連携を強化し、雇用の確保と雇用のミスマッチの解

消を図るとともに、人材を育てる環境への支援等に取り組む必要があります。 

商工業の分野では、広島県と連携し竹原工業・流通団地の企業誘致に取り組むととも

に、創業者や中小企業者に対し様々な支援を行ってきましたが、事業経営者の高齢化や

後継者不在による事業承継等が課題となっています。 

今後は、DXや空港や新幹線、高速道路など主要な交通体系への近接性をさらに活かし、

創業者や中小企業者への支援、企業誘致の推進に取り組む必要があります。 

農林水産業の分野では、市内の農林水産物を活かした産品の開発や高付加価値化に取

り組むとともに、担い手育成や新規就業者への支援に取り組んできましたが、小規模経

営、後継者不足等の課題があります。 

今後は、担い手の確保の取組や、デジタル技術等の先端技術を活用した事業拡大、多

角化、生産性向上等を促進する必要があります。 

人権推進、男女共同参画社会の分野では、差別がなく多様な人々が共存できる社会を

目指し、関係団体と連携しながら、研修会や交流会等を実施し、人権教育や国際交流、

男女共同参画社会の実現に取り組んできました。しかし、新型コロナウイルス感染症の

感染者や医療従事者等への誹謗中傷等が社会的問題になるなど、人権課題は多様化して

います。 

今後は、多様な人権問題に対応する効果的な啓発を推進するとともに、男女共同参画

社会の実現に向けた環境整備等の取組の促進が必要です。 

健康づくりの分野では、いくつになっても活躍できる健康づくりの取組として、生活

習慣や社会環境の改善のための普及啓発やすべてのライフステージに応じた食生活の
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意識付けなどの食育を推進してきました。市民満足度調査においても、健康づくりの推

進については、一定の評価がされています。 

今後も、引き続き健康づくりに係る取組を継続し、誰もが健康で活躍できるまちづく

りを進めていく必要があります。 

高齢者福祉、障害者福祉、地域福祉の分野では、それぞれの分野において関係団体と

連携し、すべての人が住み慣れた地域で自立し、安心して暮らし続けることができるよ

う、地域包括ケアシステムなどによる取組やそれぞれの分野における相談支援体制づく 

りに取り組んできました。市民満足度調査においても、福祉分野は高い評価を受けて 

います。 

今後も、それぞれの分野において福祉サービスの更なる充実を図る取組を実施し、誰

もが自立し安心して暮らせる、地域共生社会の実現に向けたまちづくりを進めていく必

要があります。 

 

⑷「瀬戸内の恵まれた風土と市民の絆のもと、誰もが安全・安心で快適に生活できるま

ち」の総括 

道路網・港湾、住環境、上水道・下水道の分野では、快適な暮らしを実現するため、

道路や公園、上下水道等の整備を着実に進めてきました。市民満足度調査においては、

上下水道の分野においては高い評価を受けていますが、道路などの社会基盤や住環境の

分野においては、一層の取組が求められています。 

今後も、道路及び港湾など災害に強い社会基盤の構築や安心して住みやすい住環境の

整備を進めるとともに、老朽化したインフラの効果的かつ効率的な維持管理等の実施が

必要です。 

循環型社会の分野では、地域や関係団体と連携して、廃棄物の減量化・再資源化や廃

棄物の適正な処理についての取組や、美化活動や不法投棄監視パトロールなどを通じた

地域美化への意識醸成を図っています。市民満足度調査においても、これらの取組につ

いては高い評価を受けています。 
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今後も、引き続き廃棄物の発生抑制や再資源化等の推進などに取り組み、環境にやさ

しい、清潔で快適なまちづくりを進めていきます。 

防災・減災、交通安全・防犯・消費者行政の分野では、東日本大震災や平成３０年７

月豪雨災害、令和３年豪雨被害など、近年、自然災害が頻繁におきる中、防災拠点とし

ての市役所本庁舎の整備や、情報伝達手段の多様化、自主防災組織の育成など、防災対

応力や防災意識の向上に努めるとともに、交通安全の意識啓発や交通環境の整備、消費

生活相談や啓発にも取り組んできました。市民満足度調査においては、交通安全・防犯・

消費者行政の取組は評価されていますが、防災・減災の取組には一層の取組が求められ

ています。 

今後は、市民が安全・安心な生活を送ることができるよう、防災体制づくりや地域防

犯・安全等の取組を充実していく必要があります。 

 

２ 本市を取り巻く社会情勢の変化 

 ⑴人口減少と少子高齢化の進行 

  わが国では、少子高齢化が進み、人口減少が急速に進行しています。特に地方におい

ては、若年層を中心とする人口の流出や出生数が死亡数を下回る自然減により、大都市

よりも早く人口減少が進行しており、若い世代が安心して生活し、子どもを産み育てら

れる環境づくりが急務となっています。 

本市においても、少子高齢化の急速な進行による人口構造の変化が様々な影響を及ぼ

しており、希望する人が安心して子どもを産み育てられる環境を整備するとともに、人

口減少に適応したまちづくりを進め、将来にわたって持続可能なまちの実現を目指すこ

とが必要です。 

 

 ⑵持続可能な社会の構築 

  誰一人取り残さない持続可能な社会を目指し、平成２７年（２０１５）９月の国連サ

ミットにおいて採択された「SDGs（持続可能な開発目標）」は、令和 １２年（２０３
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０）を期限とする１７の国際目標です。 

わが国においては、平成２８年（２０１６）１２月に「SDGs推進本部」を設置し、「SDGs

実施指針」を策定しており、地方自治体においても、SDGs達成に向けた積極的な取組を

推進することが求められています。また、国や地方自治体だけでなく、事業者等におい

ても積極的に SDGs達成に向けた取組が進められています。 

本市においても、SDGsの目指すべき方向性は、本市の将来都市像「元気と笑顔が織り

成す 暮らし誇らし、竹原市。」の実現に向けた様々な取組の方向性と同様であるため、

SDGsの理念を意識し、取組を進めることが必要です。 

【SDGsの 17の目標（ゴール）】 

 目標１【貧困】 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

 目標２【飢餓】 

 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善を実現し、持続可能な農業を促進する 

 目標３【保健】 

 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

 目標４【教育】 

 すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する 

 目標５【ジェンダー】 

 ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う 

 目標６【水・衛生】 

 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

 目標７【エネルギー】 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的なエネルギーへのアクセスを確

保する 
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 目標８【経済成長と雇用】 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいの

ある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

 目標９【インフラ、産業化、イノベーション】 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベ

ーションの推進を図る 

 目標 10【不平等】 

国内及び各国家間の不平等を是正する 

 目標 11【持続可能な都市】 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

 目標 12【持続可能な消費と生産】 

持続可能な消費生産形態を確保する 

 目標 13【気候変動】 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

 目標 14【海洋資源】 

持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

 目標 15【陸上資源】  

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への

対処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

 目標 16【平和】  

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセ

スを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

 目標 17【実施手段】  

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化す

る 
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 ⑶ゼロカーボンシティの推進 

  平成 ２７年（２０１５）１２月に「国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯ

Ｐ21）」において、気候変動を抑制することについての国際的なルールとなるパリ協定

が締結され、「産業革命からの平均気温上昇の幅を２℃未満とし、１.５℃に抑えるよ

う努力する」という世界共通の目標が掲げられました。平成３０年（２０１８）１０月

に公表された国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の特別報告書では、この目

標を達成するためには「２０５０年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが

必要」とされています。 

わが国においては、温暖化対策と経済成長の好循環を図りながら令和３２年（２０５

０）までに温室効果ガスを実質ゼロにすることを目指して、令和２年（２０２０）に「２

０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、取組を進めていま

す。 

本市においても、市民や事業者、行政が一体となり、地域全体で温室効果ガスを削減

する取組を推進していきます。 

 

 ⑷激甚化・頻発化する自然災害 

  近年、全国で大規模な地震や風水害などが毎年のように発生し、大きな被害をもたら

しています。政府地震調査研究推進本部の評価によると、本市に大きな影響を及ぼす南

海トラフ地震は、今後３０年以内の発生確率が７０～８０％とされています。自然災害

のリスクが高い日本では、被害の最小化、速やかな復旧といった国土強靱化が喫緊の課

題となっており、取組が進められています。 

  本市においても、平成３０年７月豪雨災害及び令和３年豪雨では、土砂災害や浸水被

害が発生し、市民生活に大きな影響を与えました。これらの災害を教訓として、これま

で、市民の暮らしの再建に向けた早急な復旧対策に取り組んできました。今後において

も、より安全で安心な災害に強いまちづくりに向けた取組が必要です。 
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⑸デジタル化の進展 

  インターネットやスマートフォンなど ICTの発展や普及が進む中、新型コロナウイル

ス感染症も契機となり、社会全体のデジタル化が急速に進展し、国民生活や企業活動が

大きく変化しています。 

わが国においては、Society5.0の実現に向けて、新たな ICTインフラの整備やあらゆ

る分野における DXの促進など、スマートシティの取組が進められています。 

本市においては、マイナンバーカードを活用したオンラインサービスの拡充による

「市民サービス」の変革や、児童へのタブレット端末の配布によるデジタル学習環境の

整備、家庭との連携強化の推進による「教育」の変革、セキュリティ対策の徹底を踏ま

えたネットワークの統合・最適化、システムの標準化・共通化、さらにクラウド移行な

どの推進による「ワークスタイル」の変革への取組を推進しています。 

今後においても デジタル技術や行政の所有するデータ 等を活用して、住民の利便性

を向上させるとともに、地域の課題解決や魅力向上を図り、多様で豊かな市民生活の実

現に向けた取組が必要です。 

 

３ 後期基本計画における取組の考え方 

本市では、第６次総合計画の基本構想で掲げた、将来都市像である「元気と笑顔が織

り成す 暮らし誇らし、竹原市。」の実現に向け、７つの目標像に資する分野別の施策

に基づきまちづくりを推進しています。 

令和４年度（２０２２）に実施した市民満足度調査の結果によると、「竹原市が住み

やすいと感じている市民の割合」は 74.7％、「竹原市に愛着を感じている市民の割合」

は 79.3％であり、多くの市民が、本市に住みやすさや愛着を感じていますが、一方で、

これまで取り組んできた施策の中で、満足度の低い施策や前期目標の達成への進捗度が

低い施策が課題としてあげられます。 

今後においては、少子高齢化の進展、SDGsやスマートシティ、ゼロカーボンシティの
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推進など、社会の様々な変化に積極的に対応することが必要です。 

このことから、後期基本計画に基づく取組を進めるにあたっては、こういった課題や

変化する社会情勢に対応するため、第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計

画期間を 1年前倒し、デジタルの力を活用して誰もが便利で快適に暮らせる社会を目指

すことを目的として策定する竹原市デジタル田園都市国家構想総合戦略と計画期間を

あわせ一体的かつ、より積極的に取り組み、誰もが住みやすいと実感し、誇らしく思え

る、持続可能で魅力あるまちづくりを推進します。 

 

●後期基本計画及び竹原市デジタル田園都市国家構想総合戦略の計画期間 

 

 

 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

総合計画            

総合戦略            

 

前期基本計画 後期基本計画 

竹原市デジタル田園都市 

国家構想総合戦略 

 

変更前 

第２期 

竹原市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

変更後 
竹原市デジタル田園都市 

国家構想総合戦略 

 

第２期 

竹原市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

戦略を期間短縮し、後期基本計画と計画年次をあわせたことを視覚的に表現 
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1 環境への負荷を低減しなが

ら，自然と調和した美しいま

ちを受け継いでいる

2 歴史と文化財が保存・継承

され，地域の活性化に活かさ

れている

3 自然や歴史的な町並みなどの

活用により竹原らしい景観が創

出されている

4 観光客の滞在時間が延び，

観光消費額が増加している

5 市民が住み続けたい思い，

市外の人たちが住みたいと思

うまちになっている

6 良好な居住環境があり，都

市機能の集積と賑わいが創出

されている

7 持続可能な公共交通体系が

構築されている

8 市民の結婚・妊娠・出産の

希望をかなえるための支援体

制が整っている

9 安心して楽しく子育てがで

きる環境が整い，子供たちが

健やかに成長している

10 学校教育や地域活動を通

じて，子供たちが夢をもち，

社会を主体的に生き抜くこと

ができる育成がなされている

11 多彩な生涯学習の場が充

実している

12 多くの人々が地域の魅力

づくり・課題解決に関わり，

住みよいまちづくりが進めら

れている

13 雇用が確保され，産業力

を高め支える多様な人材が

育っている

14 創業が起こり，事業者が

育ち，商工業が発展し，賑わ

いのあるまちになっている

15 農林水産業の担い手が育

ち，市内農林水産品が域内外

へ流通している

16 一人一人の人権が大切に

されている

17 男女がお互いを認め，と

もに支え合っている

18 いくつになっても活躍で

きる健康づくりが推進されて

いる

19 高齢になっても，いつま

でも住み慣れた地域でその人

らしく自立し，安心して暮ら

し続けている環境がある

20 障害のある人も，地域で

その人らしく自立した生活を

送れる環境がある

21 住民同士が助け合い支え

合いながら安心して生活を送

れている

22 道路や港など災害に強い

社会基盤が整っている

23 空き家対策や住宅の耐震

化改修等が進み，安心して住

みやすい住環境が形成されて

いる

24 緑あふれる公園で人々が

憩い，活発に交流できている

25 安全で安心な水が安定的

に供給されている

26 汚水処理や雨水対策を行

い，安全で安心な，環境に優

しいまちになっている

27 ごみの減量化や３Rの推進

等により，環境にやさしい，

清潔で快適なまちをつくって

いる

28 災害に強いまちになって

いる

29 交通安全の意識啓発と交

通環境の整備がなされている

30 防犯活動や消費者行政が

推進されている

31 役所･支所等の窓口対応は

良い

32 竹原市の市政の情報は，

市民によく伝わっている

33 竹原市の市政は，市民の

意見をよく反映している

34 竹原市は効率的な財政運

営を行っている

平均値

1.0
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●基本計画の構成（見開き） 

 

 

●【参考資料】市民満足度調査（R4と前期計画策定時）の比較グラフ 

 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）図中の太線は重要度・満足度の全分野平均値（満足度：-0.138 重要度：1.420）を示す。 

目標像毎に市民満足度調査結果を R4と H29が対比できる形で掲載 
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